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(2063)

担 当 係 長 （２）

担 当 係 長 （２）

7
志 村 雅 二

担当課長担当課長

髙 鳥 修 一

担 当 係 長 (18)池 谷 充 隆

担当課長

担当課長

土 屋 哲 郎

丸 山 裕 二

危 機 管 理 課

担当課長

課 長 大 木 将 彰

課 長

22
叶 野 哲 也

神奈川区総務部総務課危機管理担当係長

担当課長

部 長

阿 部 隆

58

危 機 管 理 部

情 報 技 術 課
課 長

危 機 対 処 計 画 課緊 急 対 策 課
課 長

山 隈 隆 弘

室 長

中 山 仁

副 局 長

山 田 耕 作

危 機 管 理 室 消 防 局

3,437

(334-6500)

荒 井 守

伊 藤 賢 司 小 野 寺 勝

菅 澤 重 之

局 長

鶴見区総務部総務課危機管理担当係長

( 地 域 防 災 担 当 )

21

（２）

担 当 係 長 （３）

9

6

担 当 係 長

担 当 係 長

※【危機対処計画課担当係長】

担 当 係 長

（４）担 当 係 長

19

（２）

＜区役所総務部総務課

危機管理担当係長兼務＞※

緑区総務部総務課危機管理担当係長

担当課長 担 当 係 長

金沢区総務部総務課危機管理担当係長

磯子区総務部総務課危機管理担当係長

旭区総務部総務課危機管理担当係長

保土ケ谷区総務部総務課危機管理担当係長

担 当 係 長 （３）

瀬谷区総務部総務課危機管理担当係長

泉区総務部総務課危機管理担当係長

栄区総務部総務課危機管理担当係長

戸塚区総務部総務課危機管理担当係長

都筑区総務部総務課危機管理担当係長

青葉区総務部総務課危機管理担当係長

港北区総務部総務課危機管理担当係長

南区総務部総務課危機管理担当係長

中区総務部総務課危機管理担当係長

西区総務部総務課危機管理担当係長

港南区総務部総務課危機管理担当係長

１ 危機管理に関する総合調整

２ 危機管理に係る総合的な企

画及び施策

３ 横浜市危機管理推進会議

４ 危機管理意識の啓発

５ 危機管理監

６ 地域防災活動の支援

７ 災害対策備蓄

８ 部内他の課の主管に属しな

いこと。

１ 危機管理に係る情報

２ 危機管理センターの管理

３ 危機管理に係るシステム

４ 広域避難場所
１ 危機対処に係る計画

２ 横浜市防災会議

３ 横浜市国民保護協議会

１ 危機発生時の対応

２ 危機対処に係る訓練

３ 緊急対策に係る関係機関等

との連携及び調整

1



担 当 係 長

12

課 長課 長

安 江 直 人

人 事 係

13
渕 上 正 基

武 笠 基 和

担当課長

5

6

24

21

担 当 係 長

12

庶 務 係

消 防 団 係

9

厚 生 係

13

車 両 係

4

施 設 係

7

経 理 係

6

山 口 勝

施 設 課

有 賀 太 重

課 長

人 事 課
課 長

総 務 課企 画 課

総 務 部

71

部 長 ＜ 副 局 長 兼 務 ＞

担 当 係 長

担 当 係 長

（ 企 画 担 当 ）

担 当 係 長

（ 情 報 担 当 ）

( 職 員 担 当 )

１ 消防局の重要事項に係る

企画

２ 消防局の事務事業に係る

総合調整

３ 消防局の主要事務事業に

係る進行管理

４ 消防局の組織

５ 消防関係諸規程の審査及び

消防関係例規の編さん

６ 消防局の業務改善

７ 消防行政区画

８ 消防局の事務事業の広報、

広聴及び情報ネットワーク

１ 消防施設等の建設

２ 消防の用に供する土地の確

保

３ 財産の取得、管理及び処分

（他の局、部、課、係の主管

に属するものを除く。)

４ 消防職員待機宿舎

５ 執務環境の研究、改善

６ 課内の庶務

１ 消防用車両、船舶等の選

定、取得、配置、管理及び処

分

１ 局内の予算及び決算

２ 諸手数料その他収入

３ 諸契約

４ 物品の出納及び保管

５ 消防職員の給、貸与品の購

入、支給及び保管

６ 消防用油脂類の出納

１ 消防団

２ 消防作業等従事者及び防災

訓練参加者の災害補償

１ 消防職員の任免、宣誓、分

限、懲戒、服務その他身分

２ 消防職員の定数及び配置

３ 消防職員の給与、勤務時間

その他勤務条件

４ 消防職員の勤務成績の評定

５ 消防職員の募集、選考及び

試験

６ 表彰

７ 消防職員の勤務規律

８ 消防職員の公務災害補償及

び賞じゅつ

９ 横浜市職員共済組合長期給

付及び退職給与金等

10 横浜市消防局消防職員委員

会

11 課内の庶務

１ 消防職員の服制

２ 消防職員の福利厚生

３ 消防職員の健康管理

４ 消防職員の文化体育

１ 公印の管守

２ 文書

３ 儀式及び渉外

４ 消防関係諸会議

５ 消防関係諸機関との連絡

６ 消防用車両等による交通事

故の処理

７ 横浜市民共済生活協同組合

８ 全国消防長会

９ 庁中取締り

10 他の室、部、課及び課内の

他の係の主管に属しないこと。

2



（２）

7

7

担 当 係 長

池 田 浩 幸

危 険 物 係

消 防 設 備 係

7

12

査 察 係

7

地 域 安 全 支 援 課 指 導 課

（ 防 犯 担 当 ）
6

（２）

担 当 係 長

課 長

担 当 係 長

20

査 察 企 画 係

担当課長

課 長 課 長

部 長

予 防 部

査 察 課

岡 田 康 裕

80

予 防 課

青 木 哲 郎

課 長

森 正 人

10

畑 友 彦 西 川 浩 二

１ 危険物行政に係る調査及び

企画

２ 危険物施設に係る許可、認

可、届出、承認等

３ 危険物取扱者等及び危険物

保安監督者等

４ 少量危険物及び指定可燃物

５ 危険物施設に係る自衛消防

組織

６ 石油コンビナート等災害防

止法(昭和50年法律第84号)の

施行(他の部、課の主管に属

するものを除く。)

７ 液化石油ガス貯蔵施設等の

設置等の許可に係る意見

８ 危険物施設の定期点検

９ 危険物施設の保安、点検等

に係る技術の研究及び指導

10 課内の庶務

１ 建築物等の防火指導

２ 建築物の許可、認可及び確

認の同意

３ 消防用設備等及び特殊消防

用設備等の研究及び指導

４ 消防用設備等及び特殊消防

用設備等の設置に係る検査及

び指導

１ 防犯対策の企画及び連絡調

整

２ 防犯対策の事業の実施

３ 防犯関係の調査及び資料の

収集

４ 防犯対策に関する関係行政

機関及び関係諸団体との連絡

調整

１ 災害予防施策

２ 市民に対する防災指導の普

及

３ 火災予防に係る連絡調整

４ 市民防災の日

５ 火災予防に係る普及啓発

６ 地域防災組織の育成及び指

導

７ 家庭防災員等

８ 防火管理に係る講習

９ 事業所の自衛消防等の育成

及び指導

10 消防関係資料の管理

11 社団法人横浜市火災予防協

会

１ 火災予防査察に係る企画立

案及び執行管理

２ 消防用設備等及び特殊消防

用設備等の点検

３ 消防用設備等及び特殊消防

用設備等の維持管理の指導

４ 火気使用設備等

５ 防火対象物の定期点検報告

６ 防炎処理

７ 防火対象物の防火管理指導

８ 液化石油ガスの保安の確保

及び取引の適正化に関する法

律（昭和42年法律第149号）

に基づく液化石油ガス器具等

の販売の事業を行う者に関す

る表示監視

９ 課内の庶務

１ 火災予防特別査察の執行

２ 火災予防等に係る違反是正

３ 危険物による事故及び災害

に係る行政措置

４ 液化石油ガスの保安の確保

及び取引の適正化に関する法

律（昭和42年法律第149号）

に基づく液化石油ガス器具等

の販売の事業を行う者に関す

る表示監視
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担 当 係 長 （２）

調 査 係

5

44

720

対 策 係

8

課 長

森 田 清

横浜市民防災ｾﾝﾀｰ

警 防 部

警 防 課
所 長

高 松 益 樹

部 長

174

小 林 栄 次

58

警 防 係

22

計 画 係

星 野 雅 明

13

計 画 課
課 長

司 令 課

担当課長

課 長

担当課長

名 取 正 暁

岸 信 行

39

司 令 第 一 係

88

担 当 係 長

（消防救急無線デジタル化担当）

担 当 係 長

下 枝 昌 司

担 当 係 長

6

＜警防部警防課担当課長兼務＞

38

司 令 第 二 係

担 当 係 長

訓 練 救 助 係

7

シ ス テ ム 管 理 係

１ 消防訓練及び救助訓練

２ 救助活動

３ 災害現場の指揮の支援

４ 火災等の災害における現場

活動についての監察

５ 救助企画

６ 救助技術の指導

１ 消防戦術

２ 消防隊等の運用計画

３ 救助統計

１ 警防の統括

２ 災害の警戒及び警防活動

３ 警防用資機材（他の課の主

管に属するものを除く。）

４ 災害対策基本法（昭和36年

法律第223号）及び石油コン

ビナート等災害防止法に基づ

く消防活動

５ 消防事象に係る関係機関と

の連絡調整

６ 部内他の課、係の主管に

属しないこと。

（司令第一係に同じ）

１ 災害通信の受信等

２ 消防隊及び救急隊等の管制

及び指令

３ 消防隊、救急隊等の運用

（対策係の分担事務２及び救

急企画係の分担事務４に係る

ものを除く。）

４ 危機発生時の危機対処

５ 災害の速報及び連絡

６ 火災警報等

７ 気象、消防障害等の情報収

集及び連絡

１ 警防計画

２ 消防水利

３ 防火水槽の設置及び維持管

理

４ 横浜市危機管理指針に基づ

く消防に係る計画の原案作成

５ 消防相互応援協定及び協約

６ 課内の庶務

１ 火災その他の災害の調査

２ 災害の分析及び記録

３ 調査技術の研究及び指導

４ 災害の情報

５ 消防統計（救急及び救助統

計を除く。)

１ 警防支援情報等の収集及び

管理

２ 消防通信機構の研究改善

３ 消防通信施設の配備及び技

術指導

４ 消防通信施設の保守管理

５ その他防災通信

６ 課内の庶務

１ 災害に係る資料、防災用機

資材等の展示

２ 防災に係る講習会、講演会

等の開催

３ 防災知識の普及及び演奏活

動

４ その他防災センターの設置

目的を達成するために必要な

事項

4



課 長

担 当 係 長担 当 係 長

関 口 輝 雄

救 急 課
課 長

救 急 企 画 係

平 中 隆

14

加 賀 谷 敦 己

17

科 長

担 当 係 長 （２）

153

課 長

武 下 哲 郎

消防訓練センター

164

所 長

航 空 管 制 科

空 港 長

152

16
担 当 係 長

（救急救命士等養成担当）

10

角 津 光 憲

5

菊 池 清 博

研 究 開 発 係

4

管 理 係

管 理 ・ 研 究 課

5

8

救 急 指 導 係

担 当 係 長

横 浜 ヘ リ ポ ー ト

教 育 課

29

１ 航空業務計画

２ ヘリポートの施設の維持管

理

３ 航空機の管制

４ 航空機による消防戦術及び

消防活動

５ 消防活動以外の行政活動に

係る航空機の運航

６ 航空機の運航に係る申請、

届出等

７ 航空機の操縦訓練

８ 航空機に装備する消火用機

資材及び救助用機資材の維持

管理

９ 運航諸記録の管理

10 ヘリポートの予算及び決算

11 他の科の主管に属しないこ

と。

１ 人材育成のための教育訓練

に係る計画の策定

２ 消防訓練センターにおいて

教育訓練を受ける者の人事管

理(新たに採用された消防職

員に係るものに限る。)

３ 消防訓練センターで実施す

る消防職員の教育訓練

４ 消防訓練センターで実施す

る消防団員の教育訓練

５ 消防訓練センターで実施す

る市民の防災教育訓練

６ 所属職員に対して実施する

教育訓練の指導

７ 教育訓練機関等に対する教

育訓練の委託

８ その他教育訓練の研究及び

実施

１ 消防訓練センターの文書

２ 消防訓練センターにおいて

教育訓練を受ける者の保健衛

生及び福利厚生

３ 消防訓練センターの施設及

び教育訓練に係る環境の研究

及び整備

４ 消防訓練センターの庁舎、

宿舎、教育訓練施設その他の

施設及び土地並びに物品の管

理

５ 消防訓練センターの車両の

安全運転管理

６ 消防訓練センターの食堂

７ 教育訓練の基本に係る総合

企画、調整及び教育年間計画

８ 教育訓練に係る資料の調査

、収集、編集及び配布並びに

教材の整備及び管理

９ 教育訓練に係る統計

10 教育訓練に係る記録の作成

及び管理

11 他の教育訓練機関等との連

絡調整

12 消防訓練センター内の他の

課及び係の主管に属しないこ

と。

１ 消防科学化の研究及び開発

並びにこれらに基づく指導

２ 特殊災害の分析及びその対

策

３ 鑑識及び鑑定

４ 危険物等の判定試験

５ 研究・開発情報に係る情報

及び資料の収集

６ 消防用車両、消防用個人装

備その他資機材の研究、開発

及び改善

１ 救急医療及び救急技術の調

査研究

２ 救急隊の訓練指導

３ 救急救命士の実務訓練

４ 感染防止

５ 応急処置の普及

６ 民間の患者等搬送事業の指

導及び認定

１ 救急企画

２ 医療機関等

３ 救命指導医

４ 救急隊の運用計画

５ 横浜市救急業務委員会

６ 救急資器材及び救急薬品

７ 救急統計

８ 課内の庶務

5



担 当 係 長

担 当 係 長

警 備 第 一 課

予 防 係

138

庶 務 係

庶 務 課

指 導 係

10

463

( 警 備 担 当 )
221

担 当 課 長

警 備 第 一 係

予 防 課

防 災 第 一 係

計 画 第 一 係

経 理 係

査 察 係

科 長

2,859

（２）

副 署 長

消 防 署

2,841

＜区役所総務部総務課

安全管理担当課長兼務＞

11

※

※ (18)

鶴見、神奈川、西、中、

旭、磯子、金沢、港北、

緑、青葉、都筑、戸塚、

栄、泉、瀬谷

南、港南、保土ケ谷、

整 備 科

＜区役所総務部

安全管理担当部長兼務＞

佐 藤 重 義

１ 航空機、救助用機資材等の

整備

２ 航空機の整備用機資材の管

理

３ 航空機に設置された映像伝

送装置の運用及び維持管理

４ 航空機の整備訓練

５ 整備諸記録の管理 １ 火災予防計画

２ 火災予防関係申請等の処理

３ 火災予防に係る普及啓発

４ 防火管理に係る講習

５ 家庭防災員等

６ 自衛消防等の育成指導

７ その他市民に対する防災思

想の普及及び指導

８ 火災予防協会

１ 危険物に係る許可、認可、

届出、承認等

２ 危険物取扱者等並びに危険

物保安監督者等の指導及び講

習

３ 少量危険物及び指定可燃物

４ 液化石油ガス貯蔵施設等の

設置等の許可に係る意見

５ 建築物の防火指導

６ 建築物の許可、認可及び確

認の同意事務

７ 建築物の許可等の同意事務

に係る消防用設備等及び特殊

消防用設備等の設置指導及び

検査

１ 火災予防査察

２ 火災予防等に係る違反是正

３ 防火対象物の防火管理指導

４ 消防用設備等及び特殊消防

用設備等の点検

５ 消防用設備等及び特殊消防

用設備等の維持管理の指導

６ 防炎処理

１ 予算及び決算

２ 契約

３ 諸手数料の徴収

４ 署員の給料及び諸給与金

の支給

５ 横浜市職員共済組合長期

給付及び退職給与金等の手

続

６ 物品の保管及び請求、払

出等

７ 不用物品等の処分手続

１ 消防隊の運用

２ 消防戦術

３ 災害現場の指揮

４ 火災等の災害における現場

活動についての監察

５ 災害現場広報

６ 消防訓練

７ 消防事象の情報収集及び連

絡

８ 警防用資機材

９ 火災警報等及び消防通信

10 消防車両の保守

11 救助統計

12 防災指導、火災予防査察そ

の他の火災予防事務

13 課内の庶務

１ 警防計画

２ 警防査察

３ 風水害対策

４ 警防活動関係申請等の処理

５ 防災指導、火災予防査察そ

の他の火災予防事務

１ 消防水利

２ 地震対策

３ 警防活動障害に係る申請等

の処理

４ 防災指導、火災予防査察そ

の他の火災予防事務

１ 公印の管守

２ 文書

３ 広聴

４ 消防表彰

５ 署員の服務及び勤務規律

６ 署員の勤務成績の評定

７ 署員の公務災害補償等の手

続

８ 署員の保健衛生及び福利厚

生

９ 消防用車両等の維持管理（

他の課の主管に属するものを

除く。)

10 消防団

11 消防作業等従事者及び防災

訓練参加者の災害補償

12 署員の文化体育

13 署員の人材育成

14 消防署沿革誌の編集

15 諸会議

16 他の課及び他の係の主管に

属しないこと。
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救 急 第 一 係

調 査 第 一 係

計 画 第 二 係

防 災 第 二 係

警 備 第 二 係 消 防 第 一 係

警 備 第 二 課 消 防 出 張 所

調 査 第 二 係

消 防 第 二 係

救 急 第 二 係

（警備第一係に同じ。）

（計画第一係に同じ。）

（防災第一係に同じ。）

（調査第一係に同じ。）

（救急第一係に同じ。）

１ 火災及びその他の災害の

調査

２ 災害の情報収集

３ 消防統計（救急及び救助

統計を除く。)

４ り災証明等

５ 防災指導、火災予防査察

その他の火災予防事務

１ 救急隊の運用

２ 救急統計

３ 救急隊の活動

４ 救急訓練

５ 救急資器材及び救急薬品

６ 医療機関等

７ 防災指導、火災予防査察

その他の火災予防事務

（消防第一係に同じ。）

１ 消防用車両等の維持管理

２ 庁舎（付属する施設及び器

具を含む。）の保全及び庁中

取締り

３ 消防に係る相談

４ 消防法令等に基づく届出の

受付

５ 防災指導、火災予防査察そ

の他の火災予防事務

６ 消防隊の活動

７ 災害現場の情報収集及び現

場広報

８ 火災警報等及び消防通信

９ 消防訓練（救急訓練を除く

。)

10 消防事象の情報収集及び連

絡

11 消防水利

12 火災及びその他の災害の調

査

13 自衛消防の訓練指導

14 警防計画の策定

15 消防統計（救急統計を除く

。）資料の作成
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救 急 第 二 係

救 急 第 一 係

１ 救急隊の活動

２ 救急統計資料の作成

３ 救急訓練

４ 救急資器材及び救急薬品

５ 医療機関等

６ 防災指導、火災予防査察

その他の火災予防事務

（救急第一係に同じ。）
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消 防 署 署 長 副 署 長 

鶴 見 消 防 署  原  晴 彦 平 井  三 雄 

神 奈 川 消 防 署 荒 卷  照 和 加 藤  淳 治 

西 消 防 署 松 原  正 之 小 出  健 

中 消 防 署 小 野  和 夫 太 田  孝 

南 消 防 署 星 川  正 幸 小 笠 原  敏 

港 南 消 防 署 加 藤  雅 之 安 室  秀 一 

保土ケ谷消防署 阿 部  次 夫 齋 藤  守 

旭 消 防 署 高 坂  哲 也 北 島  武 

磯 子 消 防 署 島 村  彰 久 平 山  茂 

金 沢 消 防 署 牧 島  敬 行 増 田  豊 

港 北 消 防 署 坂 本  浩 宮 代   徹 

緑 消 防 署  村  眞 一 中 村  榮 宏 

青 葉 消 防 署 齋 藤  俊 彦 関 谷  寿 男 

都 筑 消 防 署 松 田  康 博 鴨 志 田  誠 

戸 塚 消 防 署 坂 野  満 深 田  稔 

栄 消 防 署 中 嶋  俊 明 吉 田  護 

泉 消 防 署 林  久 人 大 砂   章 

瀬 谷 消 防 署 大 山   潔 八 釼  猛 
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平成 24 年度事業概要について 
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引き続き厳しい財政状況ではありますが、消防防災力の維持・向上、危機管理体

制の充実・強化、防犯対策の推進といった各種施策を進めていきます。  
選択と集中の視点で、今、優先すべきは何かをしっかりと考え、  
 

◇あらゆる災害への的確な対処  

◇安全・安心な暮らしのサポート  

◇安全基盤の整備  
 
を着実に推進し、「住む人、訪れる人が『安全・安心を実感できる防災都市ヨコ

ハマ』の実現」に向け、取り組んでいきます。  
特に、本年度は、切迫する大地震への備えとして、本市の果たすべき責務である

震災対策を重点に取り組んでいきます。  
 

【【事事業業のの基基本本的的なな考考ええ方方】】   

 

平成 24 年度の主な震災対策（総額 3,141,768 千円） 

・地震被害想定の修正（25,000 千円） 

・横浜市防災計画「震災対策編」の見直し（15,000 千円） 

・横浜市が中央会場となる九都県市合同防災訓練の実施（96,830 千円） 

・津波警報伝達システム(90 か所程度)の整備（686,000 千円） 

・緊急車両等の燃料供給体制を確保する自家用給油取扱所の整備（296,685 千円） 

・航空消防体制の強化を図るヘリコプター1 号機の更新（1,750,000 千円） 

・南区総合庁舎耐震整備に伴う南消防署蒔田消防出張所(仮称)の新築（6,634 千円） 

・緑区総合庁舎耐震整備に伴う緑消防署の建替（49,549 千円） 

・断水時等において消防水利となる防火水槽の整備（33,200 千円） 

・消防通信指令システムの非常用電源設備の再整備（182,870 千円） 

 

その他全ての事業についても、あらためて震災の観点から見直しを行い、柔軟な発

想のもと、市民の立場で考え、組織総力をあげて、震災対策に取り組んでいきます。 

【【主主なな震震災災対対策策】】   
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２４年度 ２３年度 増△減 伸率（％）

41,696,845 39,604,714 2,092,131 5.3

40,957,274 38,882,173 2,075,101 5.3

30,592,581 30,846,989 △ 254,408 △ 0.8

10,364,693 8,035,184 2,329,509 29.0

1,705,155 1,587,891 117,264 7.4

139,276 141,966 △ 2,690 △ 1.9

1,161,585 997,396 164,189 16.5

179,706 162,536 17,170 10.6

157,166 159,818 △ 2,652 △ 1.7

1,179,146 990,640 188,506 19.0

3,466,233 1,975,828 1,490,405 75.4

110,183 964,689 △ 854,506 △ 88.6

1,231,734 957,139 274,595 28.7

33,200 2,000 31,200 1,560.0

44,431 52,000 △ 7,569 △ 14.6

296,685 0 296,685 100.0

1,750,000 0 1,750,000 100.0

1,730,938 1,196,186 534,752 44.7

645,488 822,923 △ 177,435 △ 21.6

739,571 722,541 17,030 2.4

消 防 研 修 費

区　　　分

平成２４年度　消防局予算　歳出予算総括表

消 防 総 務 費

予 防 活 動 費

（単位：千円）

　　　   　 　　

　　　繰  　出　　金

危 機 管 理 費

地 域 安 全 費

消 防 施 設 費

警 防 活 動 費

航 空 活 動 費

ヘリコプター1号機
更新整備費

防火水槽整備費

消　防 ・ 救　急
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ無線整備費

消 防 局 合 計

消　　防　　費　

人　　件　　費

物　　件　　費

消防庁舎建設費

消防車両購入費

自家用給油取扱所
整備費

消　防　団　費



施 欝 体 来 圏
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平成24年度消防腐重点事業

(1)横浜市防災計翻の兇獲し i緩災I 40， 000 'ffIl 
東釘本大震災を踏まえ、防災苅察坊充実・強化を弱るため、現行の地震被塁審想定を見渡すととも

に、留の1坊災義本語十翻における妨災の基本方針である「滅災jの考え方iこ喜毒づき、横浜市防災計E富
f震災対策編jの修正を行います。

(2)救急体制の強化 35， 1 06 ;千円

人口の滋加や高齢化の進後などにより増加が続く救急察要に対応するため、救急隊11珠を増i歎
ずることとし、救急自動車等を猿備します。

(3)非常潟穂波設備湾整備事業i援策I 182，870 千円

消防吉号令セン告ー及び各消防署5・消防出張所等iこ設鐙してある、指令遜{重機著書専用言霊源設備の
オーバーホールや内蔵されている議室電泌を更新することにより、消防滋信指令システムの安定稼動
を関ります。

(1)地減紡犯活動支援事業 93， 289千舟

地域の紡犯霊童織を高め、紡犯カを向上させるための取締に対する支援や、隣係機関.~自体とのi車
擦によるそ子どもの安念対策のほか、多様化する犯罪の発生実態に応じた迅速な紡犯対策や軍事発活
動を捻進します。

(2)し三O防犯灯設費事業 150，000 'ffIl 
E罪主E設鐙されている蛍光灯製防犯灯を、省エネルギーかっ高効率なLED防犯r:T1こ獲量時(5，000

灯)し、夜間における防犯潔筏の整備と士曲線滋緩化!坊.lt施策を進めるとともに、!坊犯生?の維持管還
に対する自治会・町内会の負担殺滅を関ります。

(1)消防・救急デジタJL-然線設備事業 44，431 ;乎悶

j持妨・救急無線のデジヲ11.-1ヒiこ向lナ、平成21年度に察絡した基本数百十安基lこ、本市のj商i珍救急
活動iこ使F持する活動j皮の施設整備に先立つ繋施設計を行います。

(2)津波警警報伝遼システム襲俄響楽緩災I 686， 000 千円

大地擦による津波の浸水が予測され石区琢とおいて、屋外スピーカーを使って津波からの避難を
呼びかけるf津波警報伝逮システムjを整備します。

(3)ヘリコプター1号機更新獲備事業 i議WI 1，750，000千円

消防ヘリコブ?Z-1号機iまi議潟開始からげ寄寝過し、者朽化による飛行安全性の不安、整備絞霊童
の増加及び不具合対応部品の翻i嚢随筆設などが認められることから、機体を~新します。

(4)良家用給油取扱所整備事業震災I 296， 685千円

7箆間分の燃料を市内5かfiliに備蓄蓄するため、新たに自家用給油取扱所を設備するとともに、ミニ
ローリー車3合とトラック1台を整機することにより、緊急車両等の燃料供給体制を篠保するもので
す。

目 4-



1あらゆる災害への的確な対処

本年度|前年度 差引
園・県 一般財源危機管理体制

(1) I 
の充実強化 千円l 千円 千円 干円

222，503 I 103，778 I 118，725 

市民の安全・安心をサポートするため、様々な災害などの発生時において、迅速かっ的確な
対策が取れる体制を確立し、危機管理体制の充実強化を図ります。

ア 危機管理体制の確保 79， 723千円
危機発生初動期に迅速・的確な対応をとるための危機管理体制を確保します。

イ 防災計画等の見直し 44，617千円
東日本大震災を踏まえ、防災対策の充実・強化を図るため、現在の地震被害想定につい

て、専門家の意見を参考にしながら見直しを行います。
また、国の「防災基本計画」における防災の基本方針である「減災Jの考え方に基づき、

人命を守ることを最優先とした対策を強化するため、横浜市防災計画「震災対策編」の修
正を行います。

ウ 防災訓練の実施 96，830千円
「第33四九都県市合同防災訓練j を幹事である横浜市を中央会場として実施します。
また、 「防災とボランティアの日」防災訓練及び風水害対策訓練などの各種訓練を計画

的に実施することにより、自然災害や都市災害、テロや感染症などの緊急事態等への危機
対処能力の向上、防災関係機関との連携強化、市民防災意識の高揚を図ります。

ヱ 新型インフルエンザ対策 1，333千円
新型インフノレエンザ対策を充実・強化するため、発生時の職員用のアルコールやマスク

の備蓄を継続します。

民
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2安全・安心な毒事らしのサポート

I I 本年度 i前年度|釜引

地縁で取り緩む
(1) I Z方犯活動の支援 千1'11 千内l 平内

645.4881 822.9231ム177.435

本年度の隊E車内訳

関・操 | 市後 |その他 l一般財源
千伺i 千伺l 千伺l 子内

141.5381ω| “ 1 503.95ゆ

i也械の防犯意殺さとあめ、防犯jJを向上させるための阪総;こ対する支緩や保1係機関・間体とのi窓際
による子どもの安余対策などを機滋します。
また、現在役鐙されてし、る蛍光灯慰防犯~H:LED防犯灯;こ東新し、夜間における ßJ5犯環境の慾

俄やJ出球j問z暖化防止施策絡を殺迭します。

ア 防犯活動の啓発支緩 40.468 =f内
各じまにおいて3効証される総義者会、ノ什、口一ノレ活動などの防犯・勝者在活動;こ泌する経費や、

I告j攻防犯拠点における徽ぷ号事の隊入;こ↑刻する緩焚についての支援会行い、地域俊民による防
犯汚濁Jのii5般化・定義‘{七1;:閲ります。
また、防災フェア・ 2路 i坊フェア・ 7スメディア宅卒、事事々な媒体をìUはした広報活動を~泌

するほか、多様化する犯塁手への対策として、 ð[J，~f!の発生~古島 iこ応じた迅速な紡犯対策や草子発
活動を縫i援します。

く〉地域防5住宅事発三主主護家言葉
く〉緊急防犯対策卒業
。白紙議長誌等対策程害発選手議

イ 子ども安会対策への支援 2.088千Fl
民間余議室事(こども110芸評の委主・司王・駅舎事) との f子どものま記念ネットワーク会議j のr，自

{怪や、 「横浜市子どものまとさをの iヨJ (絡月 1日、 10日)における広報感約百一勧の災織によ
り、地域における子どもの見守り活動への懲鮮を深めるなど、子どもの安全対策を機滋しま
すっ

く> r横浜市子どもの安全の日Jf設遂事業
く> r子どものまと金ネットワーク会議室Jの開催等
oヲこどものま記念ポスターキャンベーン

ウ 安全・安心のまちづくり対策パトロールの実機 50. 733千円
地域、 i玄役所、県警喜多芸などとj議機さを隠りながら、事件空宇が多発している地j演や通学路など

;こパトローノレ隊を派渡し、塁手淡減税を行うとともに、地域の防犯慈議lX~荷主誌のための広報・啓
発活動などを行いますむ

ヱ 繁著書街対策の後進 2.532 =fF守
初演・日ノrJ:l町など市内の主主喜望書準mtこ対し、際撃事要員・地域・関係後関とのi針発のもと、

効果的な防犯対策を推i践します。

オ 機浜市防犯協会連合会iこ対する繍劾 4.626千舟
各防犯協会・協力会が災絡している防犯へのえま綴絞殺など‘の防総務活動が、活発かっP:J

;こ打ti:龍できるよう横浜市防犯協会i準会会へ布IHめ念会交付します。

カ 防犯ま?の設備 545.041千内
現在設鐙されている蛍光灯恕防犯灯を、より少ない協力とコストでき投光れ以上の隣るさを

l確保できる LEDllJj犯灯lこ5在来rr(5.000ナT: 150，000千円)し、夜間における防犯撚撲の号室俄
と池J?J(i滋11変化防止施策合i緩めるとともに、防ds:J:TO)主張持管機;こ対する自治会・ 1181均妥当の灸お
綴j成会関りますc

なお、 24年度は、 23年度の予参事灯数4.500灯から500:l:T燃やし、 5.0uMTO)後僚を予定して
います。

o紡5日幻維持管支型事業
。 LEDI約犯:1:1設校ミ評議

ω10ー



(2) 1地域における防火・
紡災対応への支媛

本年度 j前年度 i滋苦i
語2・F悪 一般財源

子約l 予防i 干狩 千門 千内

616，2591 625，464 1 ム9，205 553，609 

市民の紡火.Fv5災lこ対する窓織のi潟錫と、自助・共助による鍛えの?と災を図るため、市民 .J臨機・
事業所号事への働きかけを強化し、その取総合支援していくとともに、民メーノレ号事を活用して、市民へ
防災情報を縫告もしますロ
また、災復11寺の救助活動、 i遊難場mの漆~.や司正常時の防災調II~点空事の土器におけるリーダ一会育成する

とともに、地域防災拠点、等iこ必要な撃を機材、{議議~1を整備し、総持管翌RH弘、ます。

ア 地域における妨火・防災対応への支媛 478，928平岡
大規模地長室等の災害;Hこ備え、地主主の防火・紡災体制の綴立会開るため、 f問]の紡災組織Jへ

の汚!fVJ望号機効、家庭紡災民への研修や自主f活動の支援、少年・少女郊における防火・防災思想
の務及終発令行うとともに、防災指導や紡災訓練号事のあらゆる機会を通じて減災の耳主総を綴緩
的iこ写生発しますG

また、各事業所の防火・防災管;~型体制や自衛消防力の光災・強化を図るため、防火・防災管
埋~f~穏や滋衛消防業務務官設さ事'Ií::災施します。

さらに、ホームページをはじめ、 t安楽隊による防災ふれあいコンサート母干の各級広報を通じ
て、市民のi坊火・防災;窓織のお主義を殴る事業を行います。

。地域防災力向上事業
く>1安楽隊i議営焚
く〉防火校総絞殺
。防火・防災啓発i首選)J!T奇
く〉家路防災民総線経護者

イ 機浜紡災ライセンスの普及促進 1，835 'ffIl 
発災後後の救助活動・その後の量産難場見Ifの漣'Aや平潟:1待の防災訓練等のき易で、地域防災の

リーダーとなる人材を資成し、地域防災カの向上を凶りますっ

ウ 防災情報の援供 3，935千fIl
防災情級友メーノレiこより気象撃事幸院や河!11の水佼僚級などさと捻{共し亥す。また、携帯賞品訟の機

絡をj舌j苦し、冷淡や洪水などの災犠l時;こ避難勧告・指示等の密造念情報安西日{言し求す。
i世議建マップや洪水ノ¥ザードマップ等をホームベージで$1廷に燦{共しますc

ヱ 地域紛災拠点害事の充実 131，561 'ffIl 
災議11寺において、迅速・約lIli討こ数l)tJI浅草。jを行うための資機材及び五盗難生的iこ必要さな食料や飲

料水母子を地域防災拠点へi能率ぎします。
また、広域i鐙難場所の銀総空宇の~jl;持管理会行います答

。 地域紛災拠点本言語
く〉災ミ害対策0/11議事業
く〉広域i経難場所事業

-11… 





3安全器擁の鞍備

予防i 千狗l 予防 手間

一絞財源
の
鵬
瑚

め
援

に
た
の

棚
鳴
る
盤

韓
問
す
骨
盤

機
応
綴

危
品
別
惰

本年度 i前 年度| 差別
関司祭

子符

1.161.4001 741，9841 419，416 281，356 

市E誌の身近なまê~ .安心サポート及び火災や火線機災3警などに対応するための、通信手段を縫{呆
し、災護持のllP応{本市1)を強化するための情報義務を適切に維持管織します。

ア 防災行政潟無線・防災隠渓システムの護軍用 430，96喜子向
i約災行政}有者署長泉の維持校現さと171，、支す。また、戸塚区総合庁舎建替に伴う無線設備の懇備や

上告幾討の五!主持管支患などをnいます。

o機浜市防災行政府知E去最システム
o機浜市危機管潔システム
く〉横浜市地主建計システム

イ j誇妨賓救急デジタル無線の鐙鎌 44，431 'f門
閣の主極策;こ対応して、ìI守防4女王言、 ì!\~線の~活E変化を爽現するために、消防・放念デジタル1!\li綴を

を整備しますむ
このうち、本市内の消防才女念活動;こ佼j羽するj者百日J波紋謀長については、本市が1虫自にき室{請を土産

めることとしており、 t路i坊放念、活動における、よりf制緩性の己主い情報受伝途手段をl1(gj果するた
め、 24年度l土、活動淡の施設整備にうt注つ災施設計を?れ、ますり

ウ 津波饗報伝逮システムの獲備 686，000千円
大地震撃による津波の発生が予測される場合に、長1ti波のj受水予測!笈1戒に支すし、市E誌の長身llRが少

しでも思く滋英語行動がとれるよう、気象げから発表される津波警報を受けて、自動的lこ津波撃事
線、 i援難勧告.j旨ぷ号事の緊急情報を緩外スビーカーから一斉に紋還し、荷主淡からのilli'難を呼び
かける ri'fti.皮薬事報伝i髪、ンステムj を号室{詰し亥す。
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平成 24 年度 消防局 運営方針 
 

Ⅰ 基本目標 
あらゆる災害への迅速かつ的確な取組を推進し、住む人、訪れる人が『安全・

安心を実感できる防災都市ヨコハマ』を実現します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 目標達成に向けた施策 

Ⅲ 目標達成に向けた組織運営 

２ 安全・安心な暮らしのサポート 

◆市民の皆様の防災への関心が高まる中、積

極的な防災情報の提供をはじめ、自助・共

助の大切さを周知するなど、減災に対する

取組を推進します。 

◆地域の防犯活動の取組を支援するほか、Ｌ

ＥＤ防犯灯の設置を推進します。 

１ あらゆる災害への的確な対処 

◆東日本大震災の教訓を基に、横浜市防災計

画の見直しや消防職団員の活動体制の充

実を図るなど、市民の皆様の安全確保に向

けた取組を行います。 

◆震災等の各種災害及び増加する救急需要

に的確に対応するため、消防力を最大限活

かすとともに充実強化を図ります。 

３ 安全基盤の整備 

◆東日本大震災における課題を踏まえ、津波

警報伝達システム、消防車両用給油施設、

消防ヘリコプター等の整備を着実に進め、

災害に対する即応体制の更なる強化を図

ります。 

４ 親しまれ、信頼される組織づくり 

◆不祥事防止の徹底及びコンプライアンス

の強化を進め、市民の皆様から信頼される

よう、人材育成に取り組みます。 

◆市民の皆様に、消防を身近に感じていただ

けるような取組を積極的に実施します。 

 

１ 現場目線・市民目線の運営 

◆現場の最前線で働く消防職員が、市民の皆

様と直接関わる中で、的確にニーズを捉

え、日頃の業務の中に取り入れるととも

に、施策へ反映していきます。 

３ 組織内外の連携による運営 

◆職員一人ひとりが自ら考え行動するとと

もに、良好なコミュニケーションを通じて

チーム力を強め、総合力の高い組織運営を

目指します。 

◆他分野の行政機関との連携や、市民、事業

所、各種団体との協力態勢により、効果的

に安全施策を展開します。 

２ 柔軟性を持った運営 

◆既成概念に捉われず、柔軟な発想で施策の

重要性を判断し、市民生活の安全確保に直

結する施策を優先的かつ強力に進めます。 

４ 市民・職員満足度を重視した運営 

◆震災対策などの取組を着実に進め、市民の

皆様が安心を実感できるサービスを提供

します。 

◆質の高い市民サービスを提供するため、人

材育成に取り組み、職員一人ひとりのモチ

ベーションを高め、資質、能力の向上を図

ります。 



参者主な事盤工盈皇E

(1)横浜市防災計笛 F震災対策編jの見蕊し
E震羽本大E霊災を踏まえ、関の紡災ま基本計量五におけるま基本方針として、「滅災jの考え方が新たに

規定されました。本市においても、人命を守ることを最優先とした、より-)議の被害蓄の穀滅をeH話し
た対策を強化するため、議行の地震被饗想定を見直すとともに、横浜市妨災計薗「震災対策編Jの
修正を行います。

(2)消防湿の活性化・緩災対応カの向上
東隠本大震災での活動を教訓とし、新たに毒事入する慾災対策資機材の活用、各区の災害害想定を

考議した大規模災害害対応訓練及び消j訪問員による防災指導者事苦笑絡します。
また、消防f!llJi量の確保対策について、あらゆる手法を用いて充足率の向上iこ取り絡みます。

(3)九都巣市会問紡災訓練の実施
東日本大震霊災をはじめとする過去の震災の教~)IIをさ毒に、多くの市民、防災関係機関、 NPO殴体等

との効果約なi車主露首11練による滅災行動及び九都県市相:aのi塞携強化を窓的として、総合約な防災
訓練をみなとみらい21地区{耐震パースほか)で実絡します。

(4)救急害警華客対策の後進
平成23年中の救急件数がi麓去章受多となったことなどを踏まえ、増加する救急務要iこ応じた救急

隊等の確保や灘正直B鐙、資器材の霊童織を図ります。
また、救急車の適友利用や時挙費捉えた市民広報を綴綴約iこ行うほか、M重イベント、ホーム

ページなど、様々な広報媒体を活用し、備広い広報活動を推進します。

(1)防災・滅災への敬組
地域、喜善業所、防災関係機関等と連携した防災自11綴の実施や、地域i功災拠点における滋難所関

設・運営訓練の強化推進iこより、滅災!こ対する地域カの向上を閲ります。
また、市震防災綴重量を策定することによる災審発主主持の自助・共助の塗婆性を聖書発するなど、市

民一人ひとりのj防災主意識の向上を図ります。

(2)総合約な住宅防火対策の捻進
住宅火災による死者の発生抑止及び被害寄の軽減を図るため、火災の実態を分析し‘具体的な火

災予防対策についてきめ細やかな務発を行うとともに、住宅用火災警報器未設鐙t世帯iこ対する設
音量促進を関ります。

(3)地域防犯活動支緩毒事業の推進
地域の紡犯慈識を高め、紡犯カを向上させるための数総に対する支援や、関係機器書調図体との

連主携による子どもの安全対策のほか、多緑化する犯鍔の発生実態に応じた迅速な防犯対策や軍事発
活動を撒迭します。

(4)し長。紡犯灯設置察当撃の推進
ミ売主Ea宣言愛されている蛍光灯製防犯灯を、省エネルギーかっ高効率なしED紡犯灯に更新(5，000

灯)し、夜賂における紡犯環境の聖書織と地球温緩化妨j上施策を進め、併せて防犯まTの維持管潔iこ
対する自治会・町内会のま重視軽減を翻ります。



(1)津波避難対策の充実・強化
市民の皆様が少しでも単〈滋難行動がとれるよう、E量外スピーカーを{吏って滋難を呼びかける「津

波警報伝i童システムjの空整備を進めます。併せて、津波避難施設の拡充等を1&や地域とi車携して取
り緩むなど、津波滋難対策の充実・強化をIiilります。

(2)自家用給波取扱所鐙備事業の後進
j商!坊主事潤や庁舎等が一週間稼度活動可能な燃料を織意書できる自家照給i治取扱所、ミニローリ一

等特殊E事前を務官請するとともに、通常緑・非常時のi軍用方法の翻懇とあわせて燃料供給体制の克
恵しを捻進します。

(3)へリコブター1号機道新整儲事業の推滋
消防ヘリコブ聖一1号機iま遼用開始から17年が経巡し、老朽化による飛行安全性の不安、喜重機経

費の増加等の状況にあることや、大線模地震災警等での人命の大綴救出等がffi襲症な状況であるこ
とから、へ1):コブ?zーの安全性の健保と能力の向上在留るため、機体を更新するとともに、航~消防
活動の強化を翻ります。

(4)消妨・救急無線デジタル化の推進
霊童波法関係審釜基準の改正により、使用期限が平成28年5月31臼までとされたアナログ無線に

代わるe情報低迷手段としてj商紡・数念ヂジ告JL-無線を整俄します。
平成24年度i立、県内各消防本部と共悶懇備する共通波設備については、 3か年計主題の初年度工

務を実施し、各J再防本部が個別にま華備するj苦言語i皮設備については、実施設計を行います。

(1)不祥事防止の捻進
綴良一人ひとザが喜善い倫理観を保持し、全体の毒事住者たる職員のま基本!こ立ち返り、全力で不祥

毒事の袴発防止に向けた取組を行います。
また、落務処滋ミスや事故等が発生した場合に、事実の篠認及び徹底したl凝図究明を行い、適切

な海発防止策を講じるなど、コンブライアンスに潟する取組を推進し、市民の皆様から信頼される組
織づくザ!こ取り緩みます。

(2)人材育成の捻遂
人材こそが章受も撃褒な綬営資源であることを念頭に、人材育成ピジ冨ンの見遊しやOJTの獲なる

捻遂など計閥的かつ効祭的な人材育成在進め、ブロとしての知識・技術を務めていくとともに、自ら
考え、行動できる戦箆を資成するなど、職員一人ひとりの慈欲と能力を蕗め、市渓サーピスの向上
を図ります。

(3)積緩約な広報の推進
市民の皆様の防災懇談が務まっている中、滅災対策をはじめとする消妨広報について、各穣媒

{本やイベント毒事を活用した務4霊的な広報活動を袋織するほか、研修を遜じて磯員の広報スキルの向
上iこ努めます。

(4)環境行動の推進
政府や本市の書室季の節驚13擦!こ基づいて、消防局一丸となって節重量対策に殺り組んでいきます。
また、 j創量化対策捻進のためにも、滋年の省エネ(総長室削減)Iニ取り級み、エネルギーカルテシス

テムを活用した見える化の徹底を図り、エネルギーの使用笈等の削減を推進していきます。
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